
1．要旨 

 本町から排出される一般廃棄物の最終処分は、令和 4 年から供用を開始する既設処分場

に隣接した新しい処分場で行われる予定である。既設処分場の供用時にも、最終処分場の維

持管理計画を策定し、周辺環境の保全と作業員の安全確保に努めてきたが、今回新施設の稼

働に合わせて、従来の維持管理計画を見直し、引き続き安全で安心できる最終処分場の運営

を継続するために、本計画書を作成する。 

 

2．法に基づく維持管理上の基準 

 最終処分場の維持管理については、「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分

場に係る技術上の基準を定める省令（昭和 52 年 3 月 14 日、総理府・厚生省令第 1 号、最

終改正：平成 29 年 6 月 9 日環境省令第 12 号）」に定められている事項を遵守する。 

 

3．最終処分場の維持管理計画 

3.1 廃棄物の搬入管理 

当該処分場に搬入される廃棄物については、以下の管理を行うものとする。なお、搬入車

両の誘導、待機については作業員及び運転手の安全性を優先して行うものとする。 

1）定期的な搬入者の場合登録には登録を行い、不定期な搬入者の場合、住所・氏名等の

確認を行う。 

2）搬入物の申告を受けるとともに、視認による搬入物の確認を行い受け入れ基準の適合

性を判断のうえ、受け入れを判断する。 

3）計量機にて重量を測定し、記録・保管を行う。 

 

3.2 施設管理 

最終処分場の各施設をその目的に合った機能を発揮できるように維持管理を行い、各機

能が有機的に活用できることにより、環境保全を行うために、以下の施設管理を行うものと

する。 

1）貯留構造物 

当該処分場は、平地を掘り込んで生じた土砂を盛り上げて堰堤にするという形をとって

いる。そのため、堰堤の盛土部分は、最大でも 2m 程度である。埋立てが進行すれば、内部

の法面は安定度も大きくなっていくが、当面は、変形（転圧不足、雨水の浸透等による）に

ついて、日常的な点検が必要である。一方、外部法面は降雨に直接さらされることから侵食

による小規模の土の流出が生じやすい。植生工により、表面の崩落を抑える工法を取ってい

るが、日常的な点検・補修を実施する。 

（1）飛散流出防止 
飛散防止のため、周囲をネットフェンスで囲う。また、即日覆土を励行し、廃棄物が露出

するのを抑える。平地を掘り込み、周囲に盛土することで堰堤を作り流出を防止する。 
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 （2）悪臭防止 

搬入された廃棄物からの悪臭を防止するため、即日覆土を励行する。 

 

 （3）火災 

 搬入された廃棄物から火災、煙の発生を防止するため、即日覆土を励行する。また、万一

に備え、管理棟・浸出水処理施設棟には消火器を設置し、貯留施設に対しては防火水槽を設

置する。 

 

 （4）衛生害虫等 

 周辺の環境衛生保全上、必要に応じて消毒及び消臭のため、薬剤の散布及び必要な措置を

とる。 

 

 （5）囲い 

 処分場の周囲を H=3m の高さのネットフェンスで囲うことで、住民の誤った進入等を防

ぐ。このフェンスは、飛散防止施設を兼ねる。 

 

 （6）立札 

 処分場入り口に施設名称、管理者、連絡先等の必要事項を記載した立札を設置する。変更

が生じた場合には、直ちに修正する。 

 

 （7）擁壁等の点検 

 コンクリート、石積等の構造物による擁壁はないが土堰堤による貯留構造物について、崩

落、ひび割れ等を日常的に点検する損壊が生ずる恐れがあるときは、速やかに措置を講ずる 

 

2）遮水工の点検管理 

表面遮水工の場合、物理的な力による破損と長期にわたる露出による劣化により、その機

能が失われる場合がある。当該処分場では、後者については、露出がある期間継続する斜面

部分については、遮水シートの上部に遮光性の不織布を敷設することで劣化を防止するこ

とにしている。このことから、仮に遮水設備が破損するとするならば、埋立機材、埋立作業、

埋立廃棄物による可能性が高い。底面部には 50 ㎝の保護土が敷設されるが、斜面部には、

保護土がないため、埋立機材オペレータの教育を徹底するとともに埋立廃棄物の管理を行

う必要がある。遮水工の管理は、日常的な点検により、上部の不織布のはがれ、破損がない

かを確認し、異常があった場合には、速やかに補修を行う。 

 

 （1）遮水工の砂等による被覆 

 底部の遮水工は、50 ㎝の厚さに敷設された保護土により保護される。斜面部のシートは
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遮光性の不織布で保護される。 

 

 （2）遮水工の点検 

遮水工の管理は、日常的な点検により上部の不織布のはがれ、破損がないかを確認し、異

常があった場合は速やかに補修を行う。 

 

3）雨水集排水施設の管理 （開渠等の機能維持） 

 雨水集排水施設は、処分場の貯留構造物を取り囲むように設置され処分場の法面の降雨

を速やかに排出するとともに、周辺に降った降雨が貯留構造物法面の基礎部分への接触、侵

食を防ぐ役割を果たしている。当処分場においては、この施設に人や重機が立ち入ることは

ないので、物理的な要因で破損する可能性は低いが、清掃が不十分な場合、秋口から初冬に

かけて落ち葉などにより水路面積が十分に確保できず、周囲にあふれ出すことが考えられ

る。そのため、少なくとも月 1 回の定期的な清掃を行うとともに、その際、コンクリートな

どに破損やひび割れがないかという点検を行うものとする。 

 

4）浸出水集排水施設の管理 

 処分場内に敷設された浸出水集排水管が破損するとするならば、埋立機材、埋立作業、埋

立廃棄物による可能性が高い。そのため、埋立機材オペレータの教育を徹底するとともに埋

立廃棄物の管理を行う必要がある。特に埋め立てが進んでない状況にあっては、日常点検を

行い、破損を見つけた場合には直ちに補修する。 

 当該処分場では、調整槽まで自然流下で送水するため、調整槽が満杯になった時に備えて

バブルピットを設けることにしている。一時的な豪雨にならない限り、調整槽が満杯になっ

て送水を止めることはないと考えられるため、設置されるバルブ（緊急遮断弁）が稼働する

ことは、多くないことが予想される。そのため、計画通りの稼働が行われるかを年 2 回程度

定期的に点検する。なお、処分場から調整槽までの導水管は、凍結防止深度にて埋設する。 

 

5）浸出水処理施設の管理 

 最終処分場からの浸出水は、廃棄物の埋立量、気象条件等によって水質、水量が変化する

ため日常的な管理・点検が必要である。また、設備の計画的な整備・更新を図るとともに仕

様薬品・補修部品を管理し、施設が停止することがないように努める。施設の点検・整備に

ついては、建設したメーカーから提出される計画書に従って実施する。また、管理する技術

者の安全衛生面での管理も必要となる。流入水量及び処理水量、及び放流水質に関するデー

タを蓄積する。 

(1) 浸出水の排水基準値 

浸出水処理水は、処理後、普通河川に分類される公共水域に放流される。今回の施設の排

出基準は、表 1 の様に設定された。また、平成 12年 12 月に、最終処分場の性能に関する指
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針について（以下「性能指針」とする。）が通知され、国庫補助事業においては、性能指針

にある構造:維持管理を行うこととされた。表 1の水質検査は毎月、表 2は年 1回実施する。 

表 1 排水基準値（今回の施設設計値） 

項目 基準値 

ｐＨ 5.8～8.6 

ＢＯＤ 20 ㎎／L以下 

ＳＳ 10 ㎎／L以下 

Ｔ－Ｎ  100 ㎎／L以下 

ダイオキシン類  10pg-TEQ／L 以下 

大腸菌群数  3,000 個／㎝ 3以下 

その他の項目  水質汚濁防止法排水基準値以下と

する。 

表 2 排水基準 (1/2) 
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表 3 排水基準 (2/2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ダイオキシン類水質排水基準 

ダイオキシン類対策特別措置法施行規則（平成 11 年 12 月 27 日総理府令第 67 号） 

 

別表第二 水質排出基準（第一条関係） 

DXNｓ 10pg-TEQ/L 

 

(2) 地下水質 

 最終処分場を維持管理する上で、処分場の稼働前と稼働後年 1 回の地下水検査を実施す

る。これは、地下水への汚染をモニタリングする上で大きな指標となり、処分場の廃止時に

も把握しておく必要がある指標である。分析項目は、次表に示す。 
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地下水質分析項目 

 

 

6）埋立ガス処理施設の管理 

 埋立ガス処理施設のうち、特に縦型ガス抜き設備は、埋立重機が走行する際の障害物とな

ることから、誤って、破損する場合が多い。そのため、重機オペレーターの教育を徹底する

とともに、仮に破損した場合には、直ちに補修するものとする。 

 

7）搬入管理施設 

 搬入管理には、搬入される廃棄物の重量をトラックスケールで計量し記録する。この記録

は、自治体の廃棄物管理の基本となる数値であることから、故障が生じないよう十分な点

検・整備を行う。 



6 
 

 

8）モニタリング施設 

 最終処分場の安全性を監視するため、モニタリング施設の管理は重要である。地下水の管

理のために設置されている観測井では、定期的な水質の分析と地下水位を計測する。また、

浸出水処理施設で処理している水量、水質についても常時監視していく。 

 

9）管理棟 

 既存の管理棟を継続して使用することになり、今回整備する処分場の埋立完了までには、

老朽化が懸念されることから、定期的な点検と必要に応じた補修により建物の健全性を確

保する。 

 

10）道路設備 

 搬入道路、場内道路にひび割れ等の異常が見つかった場合、その原因を調査するとともに

補修を行う。 

 

11）飛散防止施設 

 処分場周辺に 3m の高さでネットフェンスを設置する。特に物理的な力がかかる施設で

はないので、通常の環境の中で損傷が生ずる可能性は低い。しかし、台風等の強風、豪雨に

よる基礎の土砂の流出等による倒壊が生ずる可能性も排除できないので、日常の埋立作業

時に目視による点検を行う。 

 

12）防火設備 

 既存の防火水槽を利用する。コンクリートのひび割れ等について定期的に管理するとと

もに、槽内の清掃を行う。送水ポンプについては、稼働確認を定期的に行う。 

 

3.3 埋立作業管理 

 埋立作業管理では、下記に示す埋立作業計画に従って実施する。 

1）埋立作業 

 埋立作業は、埋立てるエリアの順序に沿って行う。また、搬入する覆土についても計画的

に行い、衛生管理に努めるものとする。 

 （1）埋立工法 

 埋立はサンドイッチ・セル工法にて行い、重機により十分な圧砕、転圧、締固めを行う。 

 （2）覆土作業 

 覆土は、工事による発生量にて確保し、毎日覆土を励行する。最終覆土は、50 ㎝の厚さ

で全面に行い、廃棄物等の露出がないようにする。 
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2）出来高及び沈下の管理 

 埋め立てられる廃棄物量は、全て計量されるため、重量的な把握は可能である。しかしな

がら、埋立てられる廃棄物の体積は、廃棄物の種類、転圧状況によって異なるため、把握が

難しい。少なくとも年に 1 度は、簡易測量等で残余量を把握する。 

 

3）安全・衛生管理 

 処分場内は、埋立物が散乱しないよう整理して、場内及び埋立作業の安全管理に努める。

また、埋立作業に従事する作業員の健康管理を適正に行う。 

 周辺の環境保全上、必要に応じて消毒及び消臭のため、薬剤の散布その他必要な措置を講

ずる。 

 

4）情報管理 

 搬入される廃棄物の質と量、覆土量、埋立作業時間の記録と保管、浸出対処理施設の水処

理量、水質、放流量等に関するデータの記録と保管、地下水の水質、水位に関する記録と保

管を行う。主要な保存すべき記録は以下の通りである。 

 ① 埋め立てた一般廃棄物の各月の種類及び数量、搬入車両台数 

 ② 擁壁等の定期点検に関する事項 

  ・点検を行った年月日及びその結果 

  ・点検の結果、堰堤に損傷が認められた場合の措置を講じた内容とその年月日 

 ③ 遮水工の定期点検に関する事項 

  ・点検を行った年月日及びその結果 

  ・点検の結果、遮水工の遮水工かが低下するおそれがあると認められた場合に措置を講

じた年月日及びその措置の内容 

 ④ 浸出水処理施設の放流水、周辺地下水の水質の定期点検（ダイオキシン類に関する水

質調査を含む） 

  ・水質検査に係る地下水または放流水を採取した場所及び年月日 

  ・水質検査の結果が得られた年月日 

  ・水質検査の結果 

 ⑤ 地下水等検査項目に係る水質検査（ダイオキシン類に関する水質検査を含む）の結果、

水質の悪化、ダイオキシン類による汚染が認められ、その原因の調査及びその他の生活環境

の保全上必要な措置を講じた場合に関する事項 

  ・措置を講じた年月日 

  ・措置の内容 

 ⑥ 調整槽の定期点検に係る事項 

  ・点検を行った年月日及びその結果 

  ・点検の結果、調整槽に不具合が生じていた場合に講じた措置の内容とその年月日 
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 ⑦ 浸出水処理施設の機能の状態の定期点検に関する事項 

  ・点検を行った年月日及びその結果 

  ・点検の結果、浸出水処理施設の機能に支障が称していると判断した場合に取った措置

の内容とその年月日 

 ⑧ 残用の埋立容量に関する事項 

  ・測定を行った年月日とその結果 

 

4．緊急時の対応 

4.1 豪雨時の対応 

 当該処分場は、過去 15 年の日最大雨量を基に調整槽容量が決定されており、十分な流量

調整能力を具備していると判断されるが、これを超える豪雨があった場合には、調整槽から

浸出水が溢れる前にバブルピットの中にある緊急遮断弁が作動して、一時的に埋立地内に

降雨によって生じた浸出水を貯留するものとする。その後、降雨の状況及び調整槽の水位等

の安全が確認できた段階で速やかにバルブを開けて、場内に一時貯留されていた浸出水を

調整池に導き処理を行う。 

 

4.2 放流水及び地下水の水質検査結果への対応 

 放流水及び地下水の水質検査の結果、水質の悪化又はその恐れがある場合には、速やかに

処理施設を建設したメーカーに対応を求め、処理機能の回復を図る。地下水質の悪化の場合

には、原因の解明に努める。いずれの場合にも、檜山支庁地域政策部環境衛生課への連絡を

行う。 

 

5．廃止基準関係 

 新しく造る最終処分場もいずれ満杯となり閉鎖の時期を迎えることになる。その際、閉鎖

基準を守れないといつまでも維持管理を続けることとなり、負担の大きい負の施設となる。

そのため、新設後、維持管理基準を遵守しながら閉鎖が速やかに行われるように対策を講じ

ていく。 

 

1) 構造基準への適合 

新設にあたり、構造基準に適合するよう設計・建設し、維持管理を行う。 

 
2) 悪臭発散防止 

悪臭が発生しないよう即日覆土、最終覆土を行う計画とする。必要に応じで、消臭剤の散

布についても検討する。 

 

3) 火災発生防止 
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搬入された廃棄物から火災、煙の発生を防止するため、即日覆土を励行する。また、万一

に備え、管理棟・浸出水処理施設棟には消火器を設置し、貯留施設に対しては防火水槽を設

置する。 

 
4) 衛生害虫等発生防止 

周辺の環境衛生保全上、必要に応じて消毒及び消臭のため、薬剤の散布及び必要な措置を

とる。 

 
5) 地下水等の水質 
処分場の上下流のそれぞれ設置された 2 か所の観測井をもちいて、供用開始前及び 1 回/

年の地下水質検査を行う。 

 
6) 保有水等の水質 

閉鎖にあたっては、保有水の水質が、2 年間にわたって排水基準を満たすことを確認する。 

 
7) ガスの発生 
閉鎖にあたっては、ガスの発生が認められない、あるいは 2 年間にわたり増加が認めら

れないことを確認する。 

 
8) 埋立地の内部の温度 
閉鎖にあたっては、埋立地の内部温度が周辺部と比べて異常な高温になっていないこと

を確認する。 

 
9) 覆い 

埋立終了後、50 ㎝の最終覆土を前面に行い、開口部がないことを確認する。 

 
10) 被覆型埋立地の覆い 
当処分場は被覆型埋立地ではない。 
 
11) 生活環境保全上の支障 

閉鎖にあたっては、現地にて現況調査を行い埋立地からのガス及び又は浸出液により生

活上の支障が出ていないことを確認する。 


